





































































受　取 支　払 差　額 受　取 支　払 差　額
金の受取・
x払差額 収支合計 外資輸入総額
1910 475 488一　ユ3 333 245十　88 十　　5 十　79
??，
1911 469 555一　86 194 203一　　9 十　17 一　78
??，
1912 555 666一111 274 185十　88 十　ll 一　12
??，
1913 658 779一121 297 189十108十　20 十　　6
??，
19ユ4 6！4 636一　21 187 199一　11 十　19 一　14
??「
1915 737 564十173 255 250十　　5 十　16 十194
??，
19161，181 796十385 453 614一161一　79 十146
??，
1917ユ，667 1，094十573 686 614十　71 一236 十407
??，





































19221，688 2，024一336 771 745十　26 一　　1 一311 1，525
19231，5032，120一617 954 569十385十 一233 1，591
19241，872 2，602一7301，208 789十419　 一310
??，
19252，378 2，735一357 803 585十218十　21 一116 1，965
19262，123
??，
一442 774 ’597 十177十　31 一234 2，055
19272，0792，368一289 719 658十　60 十　36 一191 2，048




一168 976 881十　95 一 一　74
??，

































































































































































借　款　名 成立時期 債　権　者 金　　額@（万円〉 利　率（％） 償還期限 担　　　保 資金の出所
第1次 1917・ 興業，台湾，朝 500 7．5 3年 陥秦予海鉄道償 3銀行自己資金
交通銀行借款 1・20鮮3銀行 ㈱ 券220万元x那政府国庫偵狽S00万元
第2次 1917・ 興業，台湾，朝 21000 7．5 3年 支那政府国庫証 全額預金部
交通銀行借款 9・28鮮3銀行 1年延期 券2，500万元
支那政府に予て
元利支払保証






吉会鉄道前貸 1918・ 興業，台湾，朝 1，000 7．5 6ヵ月毎に 本鉄道公憤葬集
借款 6・18鮮3銀行 切替 金中より償還 合計1億円の内訳




林借款（黒吉 興業，台湾，朝 7．5 その収入 券募集金
林鉱借款） 鮮3銀行 3銀行より 500万円
涯銀へ 預金部
7．35
満蒙4鉄道前 1918・ 興業，台湾，朝 21000 8 6ヵ月毎に 本鉄道公債募集
貸借款 9・28鮮銀行 切替 金中より償還
山東2鉄道前 1918・ 興業，台湾，朝 2，000 8 6ヵ月毎に 本鉄道公領募築
貸借款 9・28鮮3銀行 切替 金中より償還
参戦僑款 1918・ 興業，台湾，朝 2，000 7 1年 なし。但し将来 全額預金部のち臨時











































































鉱　　工　　業年次 農林水産業 全　　体 うち製造業 建設業 運輸通信?v事業 商業サービス業 合　　　計




1905 　　　　　114567　　　　（32．9） 　　　　　131477　　　　（17．9） 　　　　　127414　　　　（15．5） 　　　　　8986　　　　（3．2） 　　　　　169144　　　　（5．4） 　　　　　　　！411，085　　　　　（40．8） ・，669（1。誘）
1910 　　　　　173858　　　　（32．5） 　　　　　203741　　　　（21．5） 　　　　　202660　　　　（19．1） 　　　　　162157　　　　（4．6） 　　　　　271230　　　　（6．7） 1・…（，lll） ・，448（　　158P00．0）
1915 　　　　　177877　　　　（29，0） 1，13・（、lll） 　　　　　303988　　　　（22．2＞ 　　　　　203197　　　　（4．4） 　　　　　404343　　　　（7．7） 1，487（、1？1） ・，446く、。1？1）
1920 1・1・9（，lll）・，218轟・，759（，lll） 　　　　　690669　　　　（5．0） ・，・661P11あ ・・374（，lll）・3，363（1品
1925 1，289（，lll） ・，187（，llろ ・，899（1111）　　　　　878852　　　　（5．7） 1，583hlll）…81（賜 14，896（1。lll）











































































C／A 1．6 2．7 3．0 4．0 3．2 1．9 1．0 ユ．3 1．6 1．7 1．5 1．1 1．9 1．3








































紡　　績 織　　布 全企業総計i含銀行） 新　　設 拡　　張
1914　（A） 19．3 16．7 14．6 0．2 1．3 1．7 3．2 250．8 117．1 133．7
1919　（B） 195．5 289．4 249．322．4 44．7 260．2 2王3．9 4，068．5
??．??
1，388．0
（B）／（A） 10．1 17．3 17．1 112．0 34．4 153．1 66．8 16．2 22．9 10．4
（単位：％）
重　　　化　　　学　　　工　　　業
鉄　　鋼 非鉄金属 機　　械 化　　学 小　　計 食料品 繊　　維 製　　材 窯　　業 印刷製本 その他 合　　計
1900 0．4 2．2 4．0 10．7 17．3 35．9 35．8 3．9 2．0 0．6 4．6 100
1905 1．5 2．5 7．1 1L6 22．7 34．4 31．9 3．7 1．9 1．0 4．5 100
1910 1．8 1．6 6．5 11．4 21．3 34．0 33．6 2．9 2．5 1ユ 4．6 100
1915 4．5 3．8 9．3 11．7 29．3　． 27．1 32．9 2．4 2．4 1．6 4．3 100
1920 4．5 1．9 14．2 12．2 32．823．4 33．6 2．6 2．9 1．5 3．3 100
1925 4．4 2．0 7．2 10．1 23．7 25．6 39．4 2．8 3．0 2．2 3．3 100





綿　糸 綿織物 生糸類 絹織物 機械類 輸出総額iその他を含む）
1905－09 7．7 3．8 28．8 8．0 ！．3 100
1910－1410．9 5．1 30．8 6．4 0．9 100
1915－19 7．2 9．9 25．3 5．8 4．1 100
1920－24 6．8 16．3 34．9 7．2 1．7 100





























191025475　， 16383　， 4，089 3，943 ，64．3 16．1 15．5
192027，12514344　，
??，





























銑　　　鉄 62．9 76．1 朝鮮・「満州」を含む
鋼　　　材 72．6 82．9
造　　　船 54．3 71．7 汽船1917～18年合計
綿　　　糸 51．2 65．2
生　　　糸 9．9 12．4 設備丁数の集中度
電　　　力 23．5 32．3 発電量
海　　　運 57．5 65．1 汽船所有




金　　属 機械器具 化　　学 紡　　織 食料品 全製造業
1909 0 35．9 2．2 28．2 1．5 20．7
1914 15．6 51．5 10．2 31．33．0 25．1
1919 27．7 55．5 10．3 37．6 2．6 31．5
1924 39．7 60．0 21．5 43．4 19．0 37．5















































































繊維工場 58．6 45．8 41．8 40．9
機械工場 5．7 7．8 9．9 13．4
化学工場 12．7 10．8 10．2 12．3
飲食物工場 11．5 19．2 17．9 15．5
雑　工　場 8．6 15．9 19．3 17．1
特別工場 3．0 0．5 0．9 0．8














2位 愛知　9．6 大阪　10．1 愛知　10．6
3位 長野　　8．9 東京　8．8 東京　10．5
???????
4位 東京　5．7 兵庫　　7．9 兵庫　　6．2
5位 岐阜　5．3 京都　4．9 京都　5．6
以上計 40．4 42．5 45．0
1位 大阪　13．3 大阪　10，6 大阪　13．7
2位 長野　　8．9 東京　9．8 東京　11．1
3位 東京　7．5 長野　　8．6 兵庫　　9．9
????
4位 兵庫　7．3 兵庫　　8．6 愛知　8．3
5位 愛知　7．2 愛知　　7．9 長野　　5．7


































北海道 100 132 274 291 2，498，679
青森県 100 116 122 132 812977　，
岩手県 100 111 118 125 900984　，
宮城県 100 112 113 123 1，044，036
秋田　県 100 114 115 120 936408　，
山形県 100 69 ！17 124 1027297，　　　　　　，
福島県 100 112 124 131 1437596，　　　　　　，
?
茨城県 100 11！ 117 123 1409092，　　　　　　，
栃木県 100 111 126 131 1，090，428
群馬県 100 110 127 135 1118858，　　　　　　，
埼玉県 100 111 1121 119 1394461，　　　　　　，
千葉県 100 109 105 110 1399257，　　　　　　，
東京府 100 89 176 213 4485144，　　　　　　，
神奈川県 100 102 143 153 1416792，　　　　　　，
新潟　県 100 112 102
???
1849807，　　　　　　，
富　山　県 100 108 95 98 749243　，
石川　県 100 110 99 100 750854　，
福井県 100 107 96 96 597899　，
山梨県 100 113 115 119 600675　，
長野県 100 110 124 129 16292！7，　　　　　　，
岐阜県 100 110 109 116 1，132，557
静岡県 100 115 129 139 1671217，　　　　　　，
愛知　県 ！00 109 127 141 2，319，494

















滋賀県 100 109 94 95 662，4！2
京都府 100 104 129 141 1，406，382
大阪府 100 96 162 191 3，059，502
兵庫　県 100 110 134 143 2454679，　　　　　　，
奈良県 100 111 105 109 583828　，
和歌山県 100 112 112 1！7 787511　つ
鳥取県 100 107 108 112 472，230
島根県 100 106 100 ’101 722402　，
岡山県 100 108 107 109 1238447，　　　　　　，
広島県 100 110 106 112 1，617，680
山　口県 100 109 106 112 1，094，544
徳島県 100 109 97 100 689814　，
香川県 100 ！09 98 101 700，308
愛媛県 100 111 105 110 1，096，366
高知県 100 109 108 110 687478　1
福岡県 100 111 153 161 2，301，668
佐賀県 100 114 109 111 684，831
長崎県 100 105 126 129 1163945，　　　　　　¶
熊本県 100 110 ！07 112 1，296，086
大分県 100 108 103 109 915136　，
宮崎県 100 114 140 149 691094　，
鹿児島県 100 112 128 133 1，472，193
沖　　縄 100 109 124 121 557，622



























































































1908（ク41）49589　， ．106 100 8β00 122 16．7 41，289！03 83．3
1913（大正2）53363　， 114 100
??，
132 16．9 44363　， 111 83．1
1920（〃9）57919　， ！24 100 10，097148 17．4 47，822120 82．6



























































1 東　京 1818655，　　　　　　　1 東　京 2，186，079東　京 2173201＝　　　　　　　1 大　阪 2114804，　　　　　　　， 212
2 大　阪 995，945大　阪 1，226，647大　阪 1，252，983東　京 1，995，567 110
3 京　都 380，568京　都 442462　， 神　戸 608，644名古屋 768，558 266
4 横　浜 326035　1 横　浜 394，303京　都 591，323京　都 679，963 179
5 名古屋 288，639名古屋 378，231名古屋 429，997神　戸 644，212 226
6 神　戸 285，002神　戸 378，ユ97横　浜 422，938横　浜 405，888 124
7 長　崎 153，293長　崎 176，480長　崎 176，534広　島 195，731 161
W 広　島 121196　， 広　島 142763　， 広　島 160，510長　崎 189071　， 123
9 仙　台 100231　， 金　沢 110，994函　館 144，749函　館 163，972 192
10金　沢 99，657 呉 100，679呉 130，362金　沢 147，420 148
11 函　館 85，313仙　台 97944， 金　沢 129，265熊　本 147174　， 246
12 岡　山 81025， 岡　山 93，421仙　台 118984　， 福　岡 146，GO5 206
13小　樽 79361， 佐世保 93，C51小　樽 108，113札　幌 145065　1 262
14 福　岡 71，047小　樽 91，28ユ鹿児島 103，180仙　台 142，894 143
15和歌山 68，527函　館 87，875札　幌 102，580呉 138863　， 210
16佐世保 683441 福　岡 82，106八　幡 100，235小樽 134，469 169
179 呉 66006， 和歌山 77，303福　岡 95，381鹿児島 124，734 211　，
18徳　島 63，710横須賀
＝????
岡　山 94585， 岡　山 124，521 154
19熊　本 59，717札　幌 70084， 新　潟 92，130八　幡 118，376 （520）
20 新　潟 59，576徳　島 655619 横須賀 89，879新　潟 108，941 183
21 鹿児島 59，001鹿児島 63，640佐世保 87，022堺 105，009 194
22富　山 56，275新　潟 616ユ6， 堺 84，999澁　谷 99，022 （364）
23札　幌 55，304熊　本 61，233和歌山 83500， 西巣鴨 98，950 一
24 堺 54，040堺 61，103澁　谷 80799， 横須賀 963511 （136）
25福　井 50，155下　関 58254冒 静　岡 74，093和歌山 95，622 140
26静　岡 48，744富　山 57437， 下　関 72300， 佐世保 95，087 139
27下　関 46285， 門　司 55，682門　司． 72，111門　司 92，317 250
28甲　府 44，188青争　岡 53614， 熊　本 70β88下　関 92，ユ52 199
29前　橋 41，714福　井 50，396徳　島 68，457浜　松 847721 174
30山　形 40，248甲　府 49，882豊　橋 65163， 静　岡 82，371 169
注）1．『明治大正国十二覧』p642－645より引用算出。
　　2．但し，澁谷，西巣鴨は東京府内の町である。また，八幡市，
　　　　は，1908年に対する伸び率を示している。
澁谷町，横須賀市
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③川崎市，室蘭市，尼崎市ほかいくつかの重化学工業都市が知られるので
ある。
　これをいわゆる太平洋ベルト地帯のうち愛知県以西の府県，即ち愛知，岐
阜，滋賀，三重，奈良，和歌山，京都，大阪，兵庫，岡山，広島，山口，香川，
愛媛，などの諸府県を例に，都市化の激しい諸都市を見ると，人口30位まで
の大阪，名古屋，京都，神戸などの大都市，広島，呉，岡山，堺，和歌山，
門司，下関などの中都市ないしは県庁都市以外に，この時期の人口増加率が
相対的に高い地方都市（一部町を含む）では次のものが見られる。即ち，愛知県
内の豊橋市，岡崎市，一宮市，瀬戸町，岐阜県内の岐阜市，大垣市，三重県内
の津市，宇治山田市，四日市市，奈良県内の奈良市，和歌山県内の和歌山市，
京都府の伏見町，大阪府の岸和田市，兵庫県内の姫路市，尼崎市，明石市，
西宮市，洲本町，岡山県内の倉敷町，津山町（さらには宇野町，日比町），広
島県内の福山市，山口県内の宇部市，山口町，香川県内の高松市，丸亀市，
愛媛県内の松山市，宇和島市，今治市……などが存在する。つまり，中部，
近畿地域　　瀬戸内の一部地域を含む　　の都市化は，他地域（例えば東北，
北陸地域）に比べれば相対的には顕著なものがあるといえるのである。もっ
とも，この地域でも，人口停滞（ないしは減少）型の都市もいくつか存在する
など地域的な不均等発展が見られること，また，京阪神，京浜などの工業地
滞に比べて瀬戸内沿岸の比重は，農業における近畿型地主制地滞に分類され
ることと対比して工業集積，人口推積の両面でなお低かったことが分る。一
方日本海地域の比重も，近世以来の城下町として重きをなした金沢市など特
　　　　　　　　　　（2e）定の都市をのぞいては，相対的には低かった点にも留意しておきたい。
　以上みたように，日露戦争，第1次大戦期を境に，地域経済のかなりの変
（20）加賀百万石といわれた金沢市の人口は，明治初期までは東京，大阪，京都，名古屋
　についで全国第5位，1893（明治26）年で第6位，1925（大正15）年まで10位前後を占め
　ていた。
一61一
646
貌をもたらしたが，それは先にもふれた通り資本主義の発達にともなう「都
市と農村の対立」ないしは「相互補完」関係を反映したものといってよい。
とりわけ，重化学工業化にともなう工業立地が京浜，京阪神と，さらには中
京や北九州の工業地子の形成を促進する方向で進められたことから，資本と
労働力の大都市及びその周辺へのたい積をもたらし，都市化を促進した。大
都市へは単に近代的な大工場の立地にとどまらず，その周辺に広範な下請関
連の中小工業，零細家内工業，商業・サービス業その他雑業の立地をも同時
にともなったので，都市における労働者階級の構成をも多様化した。また，
地方都市の中にも独占的な近代的企業の分工場や在来工業の展開を通じて膨
張したものが見られた。交通・通信体系の形成と発達にともない，都市的生
活様式が大都市のみならず特定の地方都市にまで画一的に普及して行った。
　都市部を中心とした工業化を通じ，農村部からの労働力の都市への移動が
顕在化してきているが，そのあらわれ方は，農村の地主制の地帯構造の特質，
農業の生産力段階に応じて各地で一様ではなかったことはいうまでもなかろ
う。たとえば，日本資本主義における地主制の地帯構造とされてきている「養
蚕型」や「近畿型」の地方においては，繊維i工業を中心とする資本主義的労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）市場への労働力流出が産業資本確立期にすでに顕著であるのに対し，「東北型」
の地主制地帯（たとえば秋田県）においては，独占段階への移行期である日面戦
争後にようやく県外労働市場（大半は雑業的労働市場）への労働力流出が始ま
　　（22）
つた，といわれるのはその一例であろう。
　こういつた点は，独占体の確立期たる第1次大戦後の大都市とその周辺都
市（＝大都市周辺市町村〉や地方都市を中心とした労働力市場と農村労働力の
流出の構造においても新たな展開を見せるのである。つまり，この時期にお
（21），（22）たとえば清水洋二「東北水稲単作地帯における農村労働力の流出構造一一日
　本地主制史研究の一環として一」（1）『社会科学研究』（東京大学），第32巻第4号，
　参照。なお，渡邊信一『日本農村人口論』，南双翼，1938年が農家労働力賃労働化との
　関連で人口移動を論じている。
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いては，農業における寄生地主制の発展と危機・衰退の諸過程がみとめられ
るのであり，とくに資本主義化にともなう工業化や都市化が地域的には顕著
な「近畿型」や「養蚕型」の地帯において，地主制の危機と衰退は，大正期
の米騒動期ないしは大戦後の恐慌期以降顕在化して行っている。しかし，「東
北型」の地域においては，農業以外との再生産の連関が少いところがら，地
主制を中心とした農業部門内での再生産が永らく維持されて行っているので
あり，労働力流出の形態は，労働力の供給側に立つ農村地域の再生産の構造
によってそれぞれ異った形態を示すのである。
　このようにして，地域的には様々な形態をとりつつも，都市と農村の対立・
分離が進んで行った。そうして，第1次大戦後の地域経済の変貌が，4大工
業地帯を中心とした重化学工業化と大都市化，大都市周辺部の都市化と人口
拡大，地方の特定の都市（工業都市，県庁所在都市，商業中心都市など）にお
ける都市化や地域問題としての都市問題など，都市におしける新しい社会問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）を生み出し明治地方自治制の危機を招いたことは否定できない。それは，特
に大都市とその周辺部における無計画・無秩序な資本施設と労働力（人口）の
集中化によって生ずるのである。この点は，たとえば，都市における借家人
の拡大にともなう住宅難衛生状態の悪化，結核などの伝染病やトラホーム，
花柳病などの流行，などをみても明らかである。これに加えて，交通難，水
不足，教育施設の不足，悪臭・騒音などの都市居住環境問題，災害（関東大震
災に集約される都市災害と各種の労働災害），犯罪などの都市問題を生み出す
ことになったのである。また，大都市の都心部においては地価の上昇を生み
（22）宮本憲一「第一次大戦後地域経済の変貌と地方行財政の危機一現代日本地方行財
　政の形成一」『大阪経大論集』第133号，1980年，では，第1次大戦後の地域経済の
　変貌を，（1｝重化学工業化と四大工業地帯の形成，②大都市化，（3）大量交通・通信体系
　の形成，（4）都市生活様式の全国画一的な普及，の4つの指標においてとらえているが，
　．さらに地方都市の変貌も射程に入れる必要があろう。なお同氏「都市における資本主
　義の発達」，岩波講座現代都市政策1，所収，1971年が示唆的である。
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出し住宅難に拍車をかけたが，これは資本施設と労働力の集中にみられる工
業化，都市化の一般的反映であると共に，大都市にお』ける寄生地主制の存在
による独占的土地私有（占有）にも原因があった。
　都市における道路，橋梁，港湾，運河，河川，鉄道，軌道，通信施設など
の一般的生産手段にかかわる社会資本の整備，学校などの教育施設，上水道，
公園，市場，と畜場，下水道施設，火葬場及び塵埃焼却場などの衛生施設等
社会的共同消費手段整備の課題は益々大きくなって行き，こういつた公共投
資のもたらす財政需要の拡大が都市財源の貧困化ともあいまち，その調達問
題と都市住民への負担問題を引き起こした。この傾向は1919（大正8）年の都
市計画法の制定にともなう各都市の土地区副整理その他の都市計画事業の実
施によって益々拍車がかけられて行き都市財政の矛盾が拡大した。
　一方，日露戦争前後からの農村における農業危機と農村疲弊の中で，地方
改良運動などを通ずる農村「自治」振興策も見られたが，日本農業における
「半封建的」生産関係とされる地主e小作関係の矛盾が漸次拡大してゆき，
大正中期の米騒動（1918年夏）から戦後恐慌期以後，地主・小作関係の矛盾が
顕在化してゆく。全国的な米騒動を契機として都市部での労働運動が活発化
すると共に，この動きに触発されて大正中末期，さらには昭和恐慌期にかけ
て農村での小作争議が顕在化してゆく。農業不況と農村疲弊は，農民諸階層
の担税力を弱め，また，帝国主義的な内外への諸政策のもとでの国内諸政策
を通じて農村財政需要の拡大をもたらし，農村財政の矛盾も顕在化して行っ
た。ここに，都市部を中心とした独占体の確立化にともなう労資関係の本来的
な矛盾に発する労働運動，農村における地主制の矛盾に根ざす小作争議，そ
うして，都市化にともなう都市住民の生活困難にともなう様々な運動，など
が，相互に連関しつつ，第1次大戦後の地域における民衆運動の高揚をもた
らして行った。1917年の米騒動を境として展開をみる大正デモクラシー期に
あらわれる様々な都市住民諸階層の要求運動は，まさに，この時期の都市形
成のあり方とその矛盾を象徴していたのである。　　　　　　　　（未完）
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